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論文
多国籍企業の内部化行動の効率性について
山 本 繁 綽
1. はじめに
多国籍企業の行動1)は多様であり，決定的な理論は存在しないが，近年では内
部化理論 (internalizationtheory)が1つの潮流となりつつある。多国籍企業
の内部化理論については，日本でもすでに広く紹介され，それに関する研究も
数多く見られる丸
多国籍企業の内部化行動は経済厚生的にどう理解されるであろうか。次節で
紹介するように，多国籍企業の内部化行動は貿易やライセンシングのような市
場での取引（企業間取引）を子会社等に対する企業内取引に置き換えるもので
ある。それは不完全な市場での取引によって生じる取引コストを節約する意味
で効率的な行動であると，ラグマン等の内部化論者によってしばしば強調され
ている3)。しかし，小島教授は多国籍企業の内部化が規模の経済を開発する場合
は社会的な利益（効率化）をもたらすが，企業内移転価格による組織化の経済
しか実現しない場合は，企業にとっては利益であるが，社会的利益にならない
ことを明らかにしている4)0
この効率性問題に関連して，小論は内部化理論に対するささやかな疑問を提
示するものである。疑問の基本点は，多国籍企業の内部化行動が効率的という
のは，当該企業にとってか，受入国にとってか，あるいは多国籍企業と受入国
とを合わせた世界全体とってかという点である。また，それに関連して，内部
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化理論が前提とする市場の不完全性や取引コストがなにを意味するか，内部化
行動というのは経済学的にどのような行動かという点である。さらに，内部化
理論は一種の市場の歪みの議論と考えられ，その面から保護貿易理論との共通
性を示すことも，内部化行動の効率性を明らかにすることに役立つのではない
かと考えるのである。
以下の分析は， 2つの厳しい仮定にもとづいている。 1つは平均生産費が一
定という仮定である。一般に多国籍企業の効率性という場合，規模の経済を通
しての動態的効率性が重要と思われるが，内部化理論は静学的分析であり，そ
のような動態的効率性を明示的に取り入れていない。小論はその静学的分析の
さらに特殊な場合として，分析の便宜上，平均生産費が一定の状態を想定する
のである。もう 1つは，情報，知識，技術等の経営資源そのものではなく，情
報，知識，技術集約財の取引を仮定するのである。内部化行動の効率的という
場合はまた，経営資源の企業特殊性と公共財性による市場の失敗を克服すると
いう側面が大きいと思われる。しかし，そのような経営資源そのものの市場を
モデル化することは容易でなく，小論ではそれに代わって情報，知識，技術集
約財の市場を想定し，そこでは生産費類似の取引コストが大きいと考えるので
ある。これら 2つの仮定は，多国籍企業の内部化行動の効率性の議論を限定す
ることは否定できない。なお，小論は主として図による説明に依存するが，多
少の一般化は注において試みられていることを付言しておきたい。
2. 市場の不完全性，取引コスト，内部化
多国籍企業の内部化理論は，市場の不完全性とそれによって生じる取引コス
トの存在を基本的な前提としている。すなわち，伝統的な貿易理論は内外の市
場が完全競争であることを暗黙裡に想定して，自由な貿易の拡大が貿易参加国
の利益を高めることを明らかにした。しかし，市場での取引はさまざまな不完
全性（それは狭義の市場の不完全性に加えて市場の失敗を含むものであり，両
者を合わせて市場の歪みmarketdistortionという）をもち，そのため，企業は
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貿易やライセンシングによらず，輸出先の国で子会社等により直接生産をおこ
ない多国籍化するというのが，内部化理論の基本的な考え方である。
内部化理論を最初に体系化したバックレイ＝カソンは内部化をもたらす市場
の不完全性の要因として，次の 5つを挙げている5)。(1)市場の取引における著し
いタイム・ラグ（先物市場は総てには存在しない）， (2)中間財に対しては市場支
配力を利用するため差別価格が効果的であるが，市場におけるその実施の困難
性， (3)市場における取引交渉の決定不可能性，維持不可能性（契約の必要性），
(4)市場における財の価値，知識の性質について売手と買手の評価の不一致性（買
手の不確実性）， (5)国際市場の場合の関税，資本移動に対する規制の存在等であ
る。ラグマンもまた内部化の要因として， (1). 市場の取引における情報，知識
といった市場の失敗， (2)政府の諸規制を挙げている叫ラグマンの(1)は自然的不
完全性， (2)は人為的不完全性に対応するといってよい。
このような市場の不完全性は取引の障害をもたらすが，それによって取引の
利益（国際間の場合は貿易の利益）が失われると考えるのが取引コストであ
る”。つまり取引コストは機会費用である。それらは関税率等を除いては測定で
きる性質のものではなく，主に定性的に取り扱われるものである。したがって，
取引コストは上記の市場の不完全性に対応して分類することができる。すなわ
ち，調整（タイム・ラグ）の取引コスト，差別価格についての取引コスト，契
約の取引コスト，不確実性の取引コスト，政府規制の取引コスト等である。
市場の不完全性が明白で，取引コストがとくに大きいのは，中間生産物の取
引と情報，知識，技術等の経営資源の取引である。中間生産物は企業特殊的な
資産がつきまとうために市場での取引は不利となるからである。したがって，
中間生産物のような生産段階を異にする部門では垂直的統合というかたちで内
部化がおこなわれる。また，情報，知識，技術等も企業特殊的性質に加えて公
共財的性質のために，適切な価格が評価されず，市場での取引は不利であり，
それらの伝達は人的接触によるのが効果的な場合が多い。こうした情報，知識，
技術集約財については，垂直的統合だけではなく，水平的統合というかたちで
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内部化がおこなわれる丸
第 1の疑問は，内部化行動の前提になる市場の不完全性とそれによって生じ
る取引コストは国内，国際市場共通のものか，国際市場独自のものかという点
である。バックレイ＝カソンが挙げている関税を別とすれば，これらの不完全
性は国内，国際市場ともに見られるものである。私見では，内部化理論はこう
した不完全性は両市場共通で，ただ国際市場においては国内市場におけるより
も顕著なことを暗黙裡に想定しているように思われる。つまり，程度の差であ
る。たしかに，取引コストという場合，狭義的には取引の契約を取決め，それ
を監視，執行するコストであり，広義的には直接生産に関係する以外の総ての
コストであり叫国際間の取引において特有なものではない。そうした固有の取
引コストだけを対象とするならば，内部化理論は単なる企業（企業組織）の理
論になってしまう。すなわち，企業の内部における管理命令による階層的な資
源配分を重視する最近の企業の理論そのものとなってしまう。けれども，国境
を越えて企業行動をおこなう多国籍企業を対象とするのであれば，国際市場に
おける独自の不完全性を想定する必要があるだろう。同様に，国内的取引コス
トとは別に，国際的取引コストを想定する必要があるだろう。すなわち，国際
間においては国内とは異なり，基本的には政府が存在しないことに加えて，さ
まざまな国内制度，慣習上の相違によって取引上のリスクが存在する。それら
は関税や政府規制のような法的な制度の違い，通貨制度の違いやそれに伴なう
外国為替制度だけではなく，系列や終身雇用といったイムプリシットな制度や，
さらには言語，風習等の違いも含まれよう。こうした要因の多くは程度の差で
はなく，質的なものである。それらが貿易を阻害して国際間取引のコストとな
っていることは明らかであろう。こうした理由から，取引コストを国内的取引
コストと国際的取引コストに分け，内部化理論では国際的取引コストを想定す
るのが適切ではないかと考えられるのである。
第2の疑問は，内部化そのものの経済学的な意味である。市場取引と内部取
引（企業内部取引）との決定的な差異は，市場取引においては企業間交渉価格
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(arm's length price)であるのに対して，内部取引においては企業内移転価格
(transfer price)であるといわれている。しかし，内部市場でも売買がおこな
われるという意味では市場にほかならず，ただその価格が企業によって恣意的
に設定されるということである。ということは，内部化行動は売手，買手いず
れによるにせよ，価格支配力をもつということであり，そこでは独占的状態が
暗黙裡に想定されているのである。ラグマンは「自明のことながら，多国籍企
業は独占者である」 10)といって，通常の独占モデルを設定している。とりわけ，
主要な内部化が中間生産物や情報，知識，技術等の経営資源を対象としている
ことはさきに指摘した。中間生産物の場合は差別（独占）価格が効果的である
ことは，前述のようにバックレイ＝カソンが挙げている。また，新しい知識，
技術はその公共財的特徴のために非排除性をもつことから，その生産を奨励す
るために一時的に独占権が与えられている。この理由からハリー・ジョンソン
も以前の論文で簡単な独占モデルを利用している11)。けれども，多くの論者は内
部化が経済学的に独占化を表すということには躊躇いが見られるように思われ
る。小島教授は内部化は独占化であって，多国籍企業は独占利潤を最大化する
ことこそ，その真の行為であり，技術移転とか，開発の担い手とかは多国籍企
業の役割でないと，断言しているのが印象的である12)。こうした理由から，内部
化は経済学的には独占化（完全独占かどうかは別として）を意味するのが適切
ではないかと考えられるのである。
3. 内部化行動の効率性一簡単な図示一
この節では，ある商品の輸入国であり，その国内生産のために多国籍企業の
受入国ともなる小国を想定する。前節で論じたことから， 2つのことを仮定す
る。第1は，多国籍企業は独占的価格設定ができることである。すなわち，輸
入国に対する輸出独占と，受入国に対する国内生産独占と，いずれも可能なこ
とである。第2は，取引コストは輸出のような国際間の取引においては存在す
るが，国内生産そして販売のような国内の取引においては存在しないことであ
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る。すなわち，以下でとくに断っている場合を除いて，取引コストは総て国際
的取引コストを意味する。単純な部分均衡分析の図によって説明しよう 13)。
第1図は，ある商品を生産する多国籍企業の受入国（輸入国）おける行動を
示したものである。DD線はこの商品に対する受入国の需要曲線，MR線はDD
線から導出される限界収入曲線， A'線はこの商品の受入国の平均生産費（＝限
界生産費）曲線， A線は多国籍企業の本国のこの商品の平均生産費（＝限界生
産費）曲線である。 A'線はA線よりも上にあることが仮定されているが，この
ことは本国の方が受入国よりも，この商品の生産に絶対優位をもつことを示す。
T線は A線に輸出の場合の取引コストを加えた値を示す。取引コストは関税
等による場合を除いて測定できないが， T線は A'線の上にあると仮定する。す
なわち， T線と A'線の上下関係は判明するが，両者の間隔は問わないとする。
以下の議論で取引コストが図示されることは，測定可能性が必要といわれるか
もしれないが，測定されない場合でも結果の変わりないことが示される。なお，
この節で取引コストは平均取引コストをいい，輸出（輸入）量の多寡にかかわ
らず一定と仮定する。もっとも，取引コストが逓減，逓増する場合でも，最初
のX点における値が同じであれば，結果は変わりない。
以下ではこの多国籍企業の行動に関して'(A)自由貿易ケース， (B)輸出（受入
国にとっては輸入）独占ケース， (C)(受入国の）国内生産独占ケースの 3つの
場合に分けて考察しよう。
(A)の自由貿易ケースにおいては，この企業はOaの価格でOx*を輸出して，
利潤はゼロであるが，取引コストを支払わなければならないから，正味の利潤
はマイナス (a+t) kjaの面積となる。もっとも，取引コストは多少とも受入国
の消費者に転嫁できるであろうが，正味の利潤が少なくともマイナスであるこ
とには変わりない。一方，受入国の消費者余剰は（取引コストが転嫁されない
とすれば）{Jjaの面積で示される。そして，この企業の利潤と受入国の消費者余
剰とを合わせた世界全体の利益は{Jjaの面積と (a+t) kjaの面積の差，すなわ
ち{Ji(a+ t)の面積と ikjの面積の差で表される。利潤がマイナスであれば企
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業は長期的には存在しえないから，このケースは，他のケースと比較するため
の仮想的なケースと考えられたい。
(B)の輸出独占ケースにおいては，この企業はopの価格でOxを輸出して，輸
出独占利潤はpcbaの面積で示されるが，取引コストを差し引いた正味の輸出
独占利潤はpee(a+ t)の面積となる。このように正味の輸出独占利潤は所与の
条件のもとで最大化が図られていないが，これは取引コストが輸出をおこなう
段階で予測することが出来ないと考えられるためである。同様に受入国の消費
者余剰はpepの面積，世界全体の利益は/3cd(a+ t)の面積で表される。
(C)の国内生産独占のケースにおいては，企業は OP'の価格でOx'の生産をして
国内生産独占利潤はp'c'b'(a+a')の面積で示される。また同様に，受入国の
消費者余剰ハf3c'p'の面積，世界全体の利益は/3c'b'(a+a')で表される。
第2図は上記の 3つの場合について，受入国の平均生産費（厳密には受入国
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の平均生産費が本国の平均生産費を上回る値）と取引コストに対応するこの企
業の利潤と受入国の消費者余剰の変化を示したものである。 QA線は自由貿易の
場合のこの企業の利潤であり，取引コストの増大に比例してマイナスの値が大
きくなる。つまり損失が増加する。ふ線は自由貿易の場合の受入国の消費者余
剰であり，取引コストに関係なく一定である。 Qe線は輸出独占の場合のこの企
業の正味の独占利潤（取引コストを差し引いた額）であり，それは取引コスト
が0のときに最大で，取引コストの増大によって一定の比率で減少し，取引コ
ストが輸出独占価格と本国の平均生産費の差p-aに等しくなったときに 0と
なる。p-aは輸出禁止的取引コストである。ふ線は輸出独占の場合の受入国の
消費者余剰であり，取引コストに関係なく一定である。ただし，取引コストが
関税からなる場合は受入国に関税収入が生じるから，消費者余剰＋関税収入は
取引コストの上昇によって増加し，その場合は右上がりの Sぷ線となる。 Qc曲
線は国内生産独占の場合のこの企業の独占利潤であり，受入国の平均生産費の
上昇によって減少し，受入国の平均生産費が本国の平均生産費aに等しいとき
に最大で，上に凹状の放物線を描いて減少し，需要が0となる価格Bに一致す
るときに 0となる。 Sc曲線は国内生産独占の場合の受入国の消費者余剰であ
り，平均生産費の増加によって受入国の消費者余剰は上に凹状の放物線を描い
て減少し，同じく需要が0となる価格Bに一致するときに 0となる。
さて，これらの諸曲線の比較であるが，自由貿易の場合は企業は前述のよう
に長期的には存続しえないから，事実上の比較は輸出独占の場合と国内生産独
占の場合についておこなえばよい。そうすると，国内生産独占の場合の Qc曲線
は輸出独占の場合の Qe線よりもつねに（厳密には最初の a点における場合を
除いて）上位にあることに注意する必要がある14)。このことは取引コストが受入
国の平均生産費に等しい臨界的な水準においては，国内生産独占利潤は輸出独
占利潤よりも大きいことを示す。まして，最初に仮定したように T線がA'線よ
りも上にある限りは，国内生産独占利潤は輸出独占利潤よりもつねに大きい。
それはA'線と T線の間隔如何にかかわらず成立する。このことは取引コスト
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が受入国の平均生産費格差を上回る場合は，多国籍企業にとっては貿易より受
入国に直接投資をおこなうことが必ず有利であることを示すものである。
他方，輸出独占の場合のふ線は国内生産独占の場合の Sc曲線よりつねに上
位にあるだけではなく，ふ線は水平であるのに対して Sc曲線は低下している。
したがって，輸出独占の場合の消費者余剰は国内生産独占の場合の消費者余剰
よりも取引コストと受入国・本国の平均生産費に関係なく大きい。これは本国
の平均生産費が受入国の平均生産費よりも低く，輸出独占価格も国内生産独占
価格よりも低いからである。このことは受入国にとっては多国籍企業の直接投
資よりも輸入の方が必ず有利であることを示すものである。
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このように，多国籍企業の利潤に関しては国内生産独占の場合の方が輸出独
占の場合よりも大きく，受入国の利益に関しては輸出（受入国の輸入）独占の
場合の方が国内生産独占の場合よりも大きいことが判明した。すなわち，多国
籍企業側と受入国側とでは国内生産と輸出（受入国の輸入）の相対的有利性は
相反する。では，多国籍企業の利潤と受入国の消費者余剰を合わせた世界全体
の利益はどうか。再び，第1図を見られたい。取引コストと受入国の平均生産
費とが等し<,T線がA線に一致するとしよう。国内生産の場合の独占利潤と
消費者余剰の合計はf3c'b'(a+a')の面積で表される。輸出（受入国の輸入）
の場合の独占利潤と消費者余剰の合計は{3ce(a+a')の面積で表される。後者
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の面積は前者の面積よりも c'ceb'の面積だけ大きい。一般的に，取引コストが受
入国の平均生産費と同じ場合は，輸出独占の場合は国内生産独占の場合よりも
世界全体の利益が大きい。第2図でQs線とふ線を縦に合計した線は， Qc曲線
とSc曲線を縦に合計した曲線より必ず上位あるのである 15)0
第3図は縦軸に，この企業の利潤と受入国の消費者余剰を合わせた世界全体
の利益をとって，そのことを示したものである。さきに論じたように， Qs+Ss
線は Qc+Sc線よりも上位にあり，輸出（受入国にとっては輸入）独占の場合は
国内生産独占の場合よりも，世界全体の利益は大きい。しかし，比較のために
あえて自由貿易の場合を入れると，取引コストが小さい場合は，自由貿易が世
界全体の利益は一番大きいが，取引コストが t1以上に上昇すれば輸入独占の方
が自由貿易よりも世界全体の利益が大きくなり，さらに取引コストがら以上に
上昇すれば，国内生産独占の方が自由貿易よりも世界全体の利益は大きくな
る16)。
以上の第2図，第3図における結果は，各（曲）線を表す記号を用いて次の
ように総括される。なお，取引コストと内外の平均生産費格差が等しい（横軸
座標が同一の点）と想定してある。
(1)多国籍企業の利澗 Qc>Qs>QA 
(2)受入国の消費者余剰 SA>Ss>Sc 
(3)世界全体の利益（多国籍企業の利潤＋受入国の消費者余剰）
a<t<t1 であれば， QA+ SA> Qs +Sn> Qc + Sc 
t1 <tくら であれば， Qs +Sn> QA+ SA> Qc + Sc 
ら<t<p であれば， Qs +Sn> Qc +Sc> QA+ SA 
この結果は，対象とされる商品が中間財の場合でも基本的には変わらないで
あろう。中間財の場合は企業特殊的性質から取引コストが相対的に大きくなり，
多国籍企業にとって国内生産独占利潤と輸出独占利潤との差を一層大きくし
て，内部化を有利にするであろう。しかし， Qc曲線そのものを変化させるわけ
ではないから，受入国や世界全体に与える効果は上記の場合と同じである。ま
11 
114 闊西大学『経清論集」第46巻第2号 (1996年6月）
た，対象とされる商品が情報，知識，技術集約財の場合は，情報，知識，技術
の公共財的性質から私的平均生産費線を社会的平均生産費線より下へ乖離させ
（それだけ取引コストを増大させ），多国籍企業にとって輸出独占利潤を減少さ
せ，同様に内部化を有利にするであろう。しかし，受入国や世界全体に与える
効果も基本的には変わらないであろう。
4. 内部化理論と保護貿易理論
前節の第1図は，外国の平均生産費が自国の平均生産費よりも低く，本来輸
入することが有利な商品であるにかかわらず，取引コストの存在のために国内
生産がおこなわれることを示したものであった。このことは取引コストの存在
が国内生産保護効果をもつことを示すものでもある。このように考えると，多
国籍企業の内部化理論は国際貿易の分野における保護貿易理論と通じることが
推察されるであろう。実際，関税等の貿易障壁が取引コストに含まれることは
指摘したが，関税等の貿易障壁は保護貿易の代表的手段であると同時に，関税
工場 (tarifffactory) , 関税ジャンプ (tariffjump) といわれているように，
直接投資の重要な誘因でもある。関税以外の取引コストにしても，取引の障壁
（国際的な基準，法規，慣習等の違い）は貿易を阻害する要因であるとともに，
直接投資を吸引する要因ともなるのである。この意味でも，保護貿易理論と直
接投資の根拠を示した内部化理論とが関連することは明らかであろう。市場の
歪みの理論として両者を対比させてみよう。
まず，経済的保護貿易理論17)も，明示されているかどうかは別として，市場の
歪み（この場合は市場の失敗）を想定して成立している。国内市場の歪みによ
る保護貿易論 (domesticdistortion arguments for protection) といわれるの
はそのためである。例えば，代表的な保護貿易理論である幼稚産業保護論につ
いてこの点を指摘しよう。幼稚産業保護論は予想の不確実性，資本市場の不完
全性，動態的外部性の3つの国内市場の歪みを想定している。予想の不確実性
は，幼稚産業であるためには，将来輸出産業に転換しその貿易利益によつて保
12 
多国籍企業の内部化行動の効率性について（山本） 115 
護期間中の高コストがカバーされなければならない，つまりミル＝バステープ
ルのテストを満たさなければならないが，それを満たすことについての不確実
性である。政府の保護によってそのような不確実性が減少することは明らかで
あろう。資本市場の不完全性は， ミル＝バステープルのテストに合格するなら
ば，企業レベルでも投資が有利なはずで政府による保護は必要としないが，資
本市場が不完全で企業レベルの投資が困難な場合に限り，政府の保護が必要だ
からである。動態的外部性は，企業レベルの投資が新規の技術の開発や労働の
訓練に向けられ，それらが外部性をもっために投資のコストが回収されない場
合であり，それはケムプによって想定された場合（ケムプの基準）である。こ
の場合も政府による保護が必要といえる 18)0
その他の経済的保護貿易論といわれるものも，生産要素の産業間の移動性の
欠如（産業調整の困難），農工間の賃金格差，外部経済・外部不経済，独占・寡
占等のいずれも国内市場の歪みを想定し，そのような場合には自由貿易が必ず
しも有利とはいえないという主張である。
このような国内市場の歪みが存在する場合，保護貿易政策が自由貿易よりも
当事国の経済的厚生を高めるという意味で有利かどうかについては，バグワテ
ィ＝ラマスワミイとそれを発展させたハリー・ジョンソンの著名な命題がある。
その証明は省略して最終結果だけを挙げると次のようである19)。(1)国内市場の
歪みの存在する場合，国内課税，補助金をそれぞれの場合に応じて組み合わせ
た国内市場に対する介入政策は自由貿易よりも経済的厚生を高める。しかし，
(2)同じ場合，関税のような国際市場に対する介入政策は自由貿易よりも経済的
厚生を高めるものではない。そして， (3)関税が課税国の経済的厚生を高めるの
は，国際市場に歪みが存在する場合に限られる（その場合の関税の主張が最適
関税論である）。
他方，多国籍企業の内部化理論が想定する取引コストの存在は，前々節で論
じたように市場の歪み（市場の不完全性と市場の失敗）からきているが，内部
化は独占化であるから，これも市場の歪みを形成することに注意する必要があ
13 
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る。厳密にいうと，取引コストの存在は国際取引コストの仮定によって国際市
場の歪みであり，内部化，つまり受入国における国内生産独占は国内市場の歪
みであり，輸出独占は国際市場の歪みである。したがって，内部化行動は国際
市場の歪みに対抗して新たな国内市場の歪みをつくることである。これに対し
て，輸出独占は国際市場の歪みをつくることである。
その効率性に関する結果はどうであったか。前節の最後に示されたように受
入国の利益に関しては，自由貿易，輸出独占，国内生産独占の順であった。ま
た，世界全体の利益に関しては，取引コストが hまでは，自由貿易，輸出独占，
国内生産独占，らまでは，輸出独占，自由貿易，国内生産独占，それ以上は，輸
出独占，国内生産独占，自由貿易のそれぞれ順であった。しかし，自由貿易が
長期的に存続しえないとすれば，受入国にとっても世界全体にとっても，輸出
独占の方が国内生産独占よりもベターな方策であった。
この結果はまさに，同じく市場の歪みを想定する多国籍企業の内部化理論へ
の前記のジョンソンの命題の適用を示すものである。すなわち，国内生産独占
はジョンソンの命題の(2)の場合（国内と国際が逆になるが）に相当し，輸出独
占は(3)の場合に相当するであろう。かくて，輸出独占の方が国内生産独占より
もベターという結果は，保護貿易理論との対比によっても示されるのである20¥
5. むすび
内部化理論が想定するような多国籍企業の内部化行動は，多国籍企業にとっ
ては利潤を高めるという意味で効率的であっても，受入国にとってはもちろん，
多国籍企業と受入国と合わせた世界全体にとっても効率的ではないことが明ら
かにされた。この結果は単なる独占行動の経済厚生的命題に過ぎないといわれ
るかもしれない。しかし，小論では自由貿易と国内生産独占とを比較するより
も，輸出独占と国内生産独占とを比較してえた命題であったことに注意してい
ただきたい。そして，保護貿易理論と類比させて，受入国にとって効率的でな
いことは，一般的に取引コストのような国際的な市場の歪みに対して，国内生
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産独占という国内市場への介入であるためという理由を注目していただきた
い。
もちろん，内部化理論は 1つの仮説であり，多国籍企業の行動がすべて内部
化理論の想定するようなものではないが，巨大多国籍企業には多少とも当ては
まるものであろう。したがって，そうした多国籍企業に対する国際的な政策は
国際的取引コストの引下げをはかることである。そうすることによって，多国
籍企業にとっては多少不利でも直接投資よりも貿易を促進させることになるか
らである。
では，国際的取引コストを引き下げるにはどうすればよいか。それは諸制度
の国際平準化を進めるほかないであろう。その第1は，基準，単位等の国際的
均等化である。第2は，独禁法の国際的平準化である。第3は，社会的規制も
含めて国内政府規制の国際的平準化である。第4は，商品や生産要素の国際移
動に関する規制の平準化である。関税，非関税障壁等の引下げがその対象にな
るであろう。第4は通貨制度の違いからくる為替レートの変動をなくすことで
ある。そして第5は，租税制度の国際平準化もはかることである。
もしかりに，国際的取引コストがゼロになっても，国内的取引コストは存在
するからするから，企業の内部化行動はいぜんとして存在する。しかし，それ
は自国籍企業によるものであっても，外国籍企業によるものであっても， 2節
で指摘したように一般的な企業の行動にほかならないであろう。その外国籍企
業による内部化は多国籍企業の行動といってよいが，その利益は企業論におけ
る一般的な組織化の利益といえるものである。
最後に，一般的に多国籍企業の効率性という場合は，小論で無視した情報，
知識，技術等の経営資源の伝播による経済発展効果と，その過程において生じ
る規模の経済効果や外部経済効果の重要性であろう。かつては多＜の国が外国
企業の受入れに脅威感をいだいていたが，いまや先進国，開発途上国を問わず
殆どの国が多国籍企業の熾烈な誘致競争をおこなっている21)のは，このような
動態的効率性の認識によるものであろう。小論では内部化行動という本来静学
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的側面の分析と，さらに極めて単純なモデルの制約もあり，こうした動態的側
面を取り扱うことが出来なかった。そうした動態的効率性については改めて論
じたいと考えている。
注
1) ここでは多国籍企業の行動と直接投資を同義に取り扱う。したがって，小論は直接投資の
内部化行動の効率性としてもよい。
2)長谷川〔1989"][1989汀[1995],池本 [1984][1988], 小島 [1990],中島 [1984]等，
そのほか長谷川信次氏が教科書等で書かれているのを参照した。
3)例えば，ラグマンは「多国籍企業は国際的市場の不完全性を（国内の場合と同様に）内部
化し，かくして，グローバルな社会的厚生の増大を図る」 (Rugman[1981]邦訳9ペー ジ）
といっている。
4)小島 [1980]1023ペー ジ。
5) Buckley & Casson [1990]邦訳39-41ペー ジ。
6) Rugman [1981]邦訳9ペー ジ。
7.)市場の不完全性と取引コストとが完全に同じことではないことはカソンも強調している
(Casson [1985] p.23)が，しかし，前者が後者の原因という以外の違いは考えられないの
ではないか。ただ，主として前者によるのが内部理論のレディング学派で，後者によるのが
取引コスト学派ともいわれている（長谷川〔1989叶）。
8) Teece [1986] pp.26-27, 長谷川 [1995]24-25ペー ジ。
9)取引コストの概念については，コース＝ウイリアムソンの企業組織の理論の展開による
ものである（ただし，コース，ウイリアムソンにおいては，取引コストという用語はほとん
ど用いられていない）。取引コストの一般的な説明として，エルゲルトソン（竹下公視訳）
『制度の経済学（上）』晃洋書房， 1996を参照した。
10) Rugman [1981]邦訳48ペー ジ。
11) Johnson [1970]邦訳37-39ペー ジ。
12)小島 [1990]210ペー ジ。
13)この図による説明については， Svedberg[1979], 山本〔1981〕に倣ったものである。た
だし，それらにおいては限界生産費，平均生産費が途増する湯合を仮定している。
14) Qc線が Qs線よりもつねに上位にあることは，線型の関数を用いて次のように示される。
受入国内の需要量を X,価格を Pとして， DD線， MR線， A線， A'線， T線を，それぞ
れ，
D線 P=-aX+p
MR線 P=-2 aX+p 
A線 P=a
16 
多国籍企業の内部化行動の効率性について（山本） 119 
A'線 P=a+a'
T線 P=a+t
のように表そう。ただし a>O,P>Oである。 MR線と A'線， T線との交点の座標を求
めることによって，受入国の国内独占利潤Qc,輸出独占利潤QBはそれぞれ，
Qc= 〔p-(a+a')〕2/ 4 a 
QA= (p-a) (p-a-2 t) / 4 a 
と求められる。
Qc線， QB線で横軸座標が同じ点 Kにあるとすれば， a'=t=kであるから，上式にこれを
代入すれば，
Qc-QB=が＞〇
が得らる。すなわち，横軸が同じ点であれば，つまり取引コストが臨界的水準にあるとすれ
ば， Qc>QBで， Qc線は QB線よりもつねに上位にある。
15)国内独占の場合の受入国の消費者余剰を Sc,輸出独占の場合の受入国の消費者余剰をSB
とすれば，それらは(1)で仮定した DD線等を用いて，
Sc= 〔p-(a+a')) 2/ 8 a 
ふ=(p-a)2/8a
と求められる。
これらの消費者余剰に(1)で求めた国内独占利潤，輸出独占利潤にそれぞれ加えると
Qc十Sc=3 〔p-(a+a')〕2/8 a 
Q叶 S戸 (p-a)〔3(p-a)-4 t〕/Ba 
となる。このいずれが大きいかは， (Qc+Sc)-(QB+SB)を求めればよい。計算は省略
してその結果は，
(Qc+Sc)-(Q叶ふ）＝〔(p-a)(4 t-6 a')+ 3炉〕 /Ba 
となる。ここで同様に， a'=t=kとすれば，
(Qc+Sc)-(Q叶 S砂=k〔k-2 (p-a)〕/Ba 
となり， a',tの大きさから， k<p-aであるから，この値が負であることが判明する。す
なわち，横軸が同じ点であれば，すなわち取引コストが受入国の平均生産費に等しいとすれ
ば，つねに Qc+Sc<QB十品である。
16)自由貿易の場合の本国の貿易利益を QA,受入国の消費者余剰をふとすれば，同様に(1)で
仮定した DD線を用いて，
QA=-(p-a) t / a 
SA= (p-a) 2/ 2 a 
と求められる。したがって
Q叶 SA=(p-a) 〔(p-a)-2 t〕/2a 
となる。
(Q叶 S心ー (QB+S叫=(p-a) 〔(p-a)-4 t〕/Baとな見これょ広
p-a言4tによって QA+SA号QB+SB
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また，
(Q叶 SA)-(Qc+Sc)= 〔(fJ-a)2- (fJ-a) (8 t-6 a')-3匹〕 /Ba 
となり，ここで同様に， a'=t=kとすれば，
p-a言2k-3 kツ (fJ-a)によって QA+SA~Qc +Sc 
である。
17) ここで経済的保護貿易論とは， 1国全体の経済的厚生（効率）を高めることを目的とした
保護貿易論をいい，政治的，軍事的，あるいは当該産業の利益のための保護貿易論と区別す
るために経済的とした。
18)幼稚産業保護論の想定している市場の歪みについては，山本繁綽『要説国際経済学』同文
舘， 1994で詳細に論じている。
19) (1) (2)の命題については， Johnson[1965], (3)の命題については， Johnson[1964]で論
じられている。この議論はもっと平易なかたちで，小島清r応用国際経済学』文員堂， 1992,
1994 (第4章）で説明されている。
20)小論に関連して，筆者は類似のモデル（ただし限界，平均生産費逓増）を用いて，関税率
の上昇による輸入独占から国内生産独占への転換は，企業の観点からは有利であっても， 1
国全体の経済厚生の観点からはつねに不利となることを示したことを指摘しておこう（山
本〔1981〕）。
21)近年では，多くの国が多国籍企業の熾烈な誘致競争をおこない，国家と多国籍企業の相互
依存関係が高まっていることについては，最近出版された，ストッポード， J.&ストレン
ジ， s.(江夏健一監訳）『ライバル国家，ライバル企業世界市場競争の新展開』文慎堂，
1996, で詳細に論じられている。
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